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第36－⑴号様式

特定プラットフォーム事業者の指定届出書
収受印

届

出

者

住 所 又 は 居 所

（法人の場合）

本 店 又 は

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

日 本 語
（ カ ナ ）

表 記

令和　　年　　月　　日

英 語
表 記

（電話番号   ＋　 　－　　　－　　　－　　　）

（ フ リ ガ ナ ）

納 税 地

（〒　　　－　　　　）

（電話番号　　　－　　　－　　　）

氏 名 又 は
名 称

日 本 語
（ カ ナ ）

表 記

英 語
表 記

【 参 考 】

自 国 語
表 記

(法人の場合) 

日 本 語
（ カ ナ ）

表 記
税務署長経由 代表者氏名 英 語

表 記

国税庁長官　殿
法 人 番 号

※　個人の方は個人番号の記載は不要です。

　次の事項（次の１及び２については、この届出書の※印欄）は国税庁ホームページで公表されます。
　１　届出者に係るデジタルプラットフォームの名称
　２　届出者の氏名又は名称
　３　特定プラットフォーム事業者の指定の効力が生ずる年月日

　下記のとおり、消費税法第15条の２第２項の規定により特定プラットフォーム事業者として指定を受け
るべき者に該当するため、同条第３項の規定により届出します。

提供するデジタル
プラットフォーム
の 名 称

日 本 語
（ カ ナ ）

表 記

英 語
表 記

消費税法第15条の２第２
項に規定する合計額が50
億円を超えることとなる
課税期間及び当該合計額

自 令和 年 月 日

※　当該課税期間が１年に満たない場合は、当該合計額を当該課税期間の月数で除し、これに12を乗じて
　計算した金額を記載します。

至 令和 年 月 日

円

参 考 事 項

税 理 士 署 名
（電話番号　　　－　　　－　　　）

※
税
務
署
処
理
欄

整理番号 部門番号 届出年月日

 注意　１　記載要領等に留意の上、記載してください。
       ２　税務署処理欄は、記載しないでください。

年    月    日

入力年月日 年   月   日
番号
確認

国番号


